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メ
ル
ケ
ル
首
相
率
い
る
連
立
政
権

は
現
在
、
派
遣
労
働
の
規
制
を
強
化

し
よ
う
と
し
て
い
る
。
無
制
限
だ
っ

た
派
遣
期
間
に
一
八
カ
月
の
上
限
を

設
け
、
派
遣
先
企
業
の
正
規
労
働
者

と
の
均
等
待
遇
を
九
カ
月
以
内
に
実

施
す
る
よ
う
法
律
で
要
請
す
る
方
針

だ
。
し
か
し
、
ド
イ
ツ
労
働
市
場
・

職
業
研
究
所
（
Ｉ
Ａ
Ｂ
）
の
調
査
に

よ
る
と
、
派
遣
労
働
者
の
多
く
は
三

カ
月
以
下
の
短
期
間
し
か
派
遣
さ
れ

て
お
ら
ず
、
政
府
が
計
画
す
る
規
制

の
適
用
か
ら
外
れ
る
可
能
性
が
指
摘

さ
れ
て
い
る
。

規
制
緩
和
か
ら
強
化
へ

　

ド
イ
ツ
の
派
遣
労
働
は
、
一
九
七

二
年
に
労
働
者
派
遣
法
（
Ａ
Ü
Ｇ
）

が
制
定
さ
れ
て
以
来
、
数
十
年
間
に

わ
た
り
、
主
に
規
制
緩
和
の
流
れ
の

中
で
発
展
し
て
き
た
（
図
表
１
）。

そ
の
主
な
目
的
は
、
企
業
か
ら
出
さ

れ
る
柔
軟
化
の
要
請
に
対
応
し
、
派

遣
労
働
の
雇
用
可
能
性
を
拡
大
す
る

こ
と
だ
っ
た
。

　

し
か
し
、
規
制
緩
和
が
進
む
一
方

で
、
一
部
の
使
用
者
寄
り
の
労
働
組

合
が
不
当
に
低
い
賃
金
協
約
を
締
結

し
た
り（
１
）、
同
一
企
業
で
正
規
労

働
者
が
安
価
な
派
遣
労
働
者
に
代
替

さ
れ
る
事
態
が
発
生
す
る（
２
）な
ど
、

派
遣
労
働
を
め
ぐ
る
問
題
も
増
加
し

た
。
そ
の
た
め
二
〇
一
二
年
に
は
、

派
遣
労
働
者
に
対
す
る
最
低
賃
金
が

導
入
さ
れ
、
規
制
の
再
構
築
が
図
ら

れ
た
。今
回
の
計
画
は
、こ
の
再
構
築

の
流
れ
を
さ
ら
に
強
め
る
も
の
で
、

派
遣
期
間
の
上
限
を
一
八
カ
月
に
再

び
設
定
し
、
派
遣
先
企
業
に
お

け
る
正
規
労
働
者
と
の
均
等
待

遇
を
遅
く
と
も
九
カ
月
以
内
に

実
施
す
る
よ
う
求
め
て
い
る
。

割
合
は
全
労
働
者
の
二
・
五
％

　

派
遣
労
働
者
数
は
、
変
動
は

あ
り
つ
つ
も
長
期
的
に
み
る
と

増
加
し
て
い
る
（
図
表
２
）。

と
く
に
、
二
〇
〇
三
年
に
派
遣

期
間
の
上
限
を
撤
廃
し
、
大
幅

な
規
制
緩
和
を
行
っ
た
結
果
、

企
業
に
と
っ
て
派
遣
労
働
の
利

用
価
値
が
増
し
、
二
〇
〇
四
年

か
ら
二
〇
〇
八
年
に
か
け
て
派

遣
労
働
者
数
は
倍
増
し
た
。
し

か
し
、
従
属
的
労
働
者
の
総
数

（
全
労
働
者
）
に
占
め
る
割
合

を
み
る
と
、
二
〇
一
三
年
六
月

末
時
点
で
、
従
属
的
労
働
者
約

三
四
〇
〇
万
人
に
対
し
て
、
派

遣
労
働
者
は
八
五
・
二
万
人
と
、

約
二
・
五
％
し
か
占
め
て
お
ら

ず
、
全
労
働
者
に
占
め
る
割
合

は
い
ま
だ
に
低
い
。

激
し
い
労
働
移
動
の
実
態

　

こ
の
よ
う
な
現
状
を
踏
ま
え
て
、

ド
イ
ツ
労
働
市
場
・
職
業
研
究
所（
Ｉ

Ａ
Ｂ
）
が
実
施
し
た
派
遣
労
働
の
実

態
調
査
、
と
く
に
「
就
労
期
間
」
に

焦
点
を
当
て
た
調
査
に
よ
る
と
、
派

遣
労
働
者
数
の
推
移
の
背
後
に
は
、

激
し
い
労
働
移
動
の
実
態
が
隠
さ
れ

て
い
た
。
た
と
え
ば
二
〇
一
二
年
に

は
労
働
者
派
遣
業
に
お
い
て
、
九
八

万
件
の
新
規
契
約
が
締
結
さ
れ
た
が
、

同
時
時
に
一
二
〇
・
五
万
件
の
契
約

が
終
了
し
て
い
た
。
ま
た
、
二
〇
〇

〇
年
か
ら
二
〇
一
二
年
ま
で
の
調
査

期
間
に
お
い
て
、
労
働
派
遣
業
は
、

年
平
均
で
八
・
五
％
の
成
長
率
を
記

録
し
た
が
、
こ
の
成
長
は
持
続
的
な

も
の
で
は
な
く
、
景
気
に
敏
感
に
反

応
し
て
乱
高
下
を
繰
り
返
し
て
い
た
。

た
と
え
ば
二
〇
〇
六
年
に
は
派
遣
労

働
者
数
が
三
二
％
も
増
加
し
た
が
、

二
〇
〇
八
年
の
経
済
・
金
融
危
機
の

間
に
再
び
約
二
三
％
縮
小
し
、
二
〇

〇
九
年
か
ら
二
〇
一
〇
年
の
間
に
は

マ
ク
ロ
経
済
よ
り
も
早
い
回
復
速
度

で
再
び
三
二
％
増
加
し
て
い
る
。

三
カ
月
以
下
の
契
約
が
大
半

　

こ
う
し
た
頻
繁
な
労
働
移
動
の
実

海
外
労
働
事
情

ド
イ
ツ
①

派
遣
の
規
制
強
化
―
大
半
が
適
用
外
の

可
能
性
も

図表1　労働者派遣法（ＡÜＧ）の主な改正
施行日 主な改正内容

1982年1月1日 ・建設業の現場作業への派遣禁止
1985年5月1日 ・派遣期間上限の延長（3カ月→6カ月）
1994年1月1日 ・派遣期間上限の延長（6カ月→9カ月）

1997年4月1日
・派遣期間上限の延長（9カ月→12カ月）
・初回に限り、派遣労働契約期間と派遣期間の一致を容認
・有期派遣労働契約の容認（更新は最大3回まで）

2002年1月1日
・派遣期間上限の延長（12カ月→24カ月）
・同一派遣先企業での均等待遇原則の導入（13カ月以降）

2003年1月1日

・派遣期間上限の撤廃（24カ月→無制限）
・派遣労働契約期間と派遣期間の一致の禁止の撤廃
・再雇用制限の撤廃
・建設現場における派遣制限の緩和（労働協約による容認）
・派遣労働初日からの均等待遇原則の導入（失業者派遣や労働協約による例外あり）

2012年1月1日 ・派遣労働者に対する最低賃金の導入

現在計画中
・派遣期間の再上限化（無制限→18カ月）
・同一派遣先企業での均等待遇原則の導入（9カ月以内）

資料出所：IAB-Kurzbericht Nr. 13 (Juli 2014), Bundesagentur für Arbeit (2014)をもとに作成。

図表2　派遣労働者数の推移（1973年～ 2013年）

資料出所：Bundesagentur für Arbeit (2014) Leiharbeitnehmer und Verleihbetriebe - Zeitreihe ab 1973 
　　　　　（注：各年6月の統計）
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ド
イ
ツ
②

育
休
が
父
親
に
与
え
る
影
響
と
新
家
族
政
策

態
か
ら
、
派
遣
労
働
者
と
人
材
会
社

と
の
間
の
派
遣
契
約
は
短
期
間
で
締

結
さ
れ
て
い
る
と
推
測
さ
れ
る
。
実

際
に
Ｉ
Ａ
Ｂ
が
分
析
し
た
結
果
、
派

遣
労
働
者
の
大
多
数
は
派
遣
期
間
が

三
カ
月
以
下
だ
っ
た
一
方
で
、
同
じ

業
種
で
中
断
な
く
、
非
常
に
長
期
間

就
労
す
る
派
遣
労
働
者
が
少
数
存
在

し
て
い
た
こ
と
が
判
明
し
た
。
従
っ

て
、
も
っ
と
も
実
態
に
近
い
と
思
わ

れ
る
フ
ロ
ー
ベ
ー
ス
で
算
定
さ
れ
た

派
遣
期
間
の
中
央
値
の
推
移
を
み
る

と
、
二
〇
〇
〇
年
以
降
、
二
・
八
カ

月
か
ら
三
・
四
カ
月
へ
わ
ず
か
し
か

上
昇
し
て
お
ら
ず
、
長
期
間
就
労
す

る
派
遣
労
働
者
は
ほ
ん
の
少
数
で
、

派
遣
期
間
が
長
期
化
す
る
傾
向
も
非

常
に
弱
い
こ
と
が
明
ら
か
に
な
っ
た
。

　

こ
の
こ
と
か
ら
ま
た
、「
派
遣
先
の

企
業
が
近
年
、
正
規
労
働
者
を
、
長

期
派
遣
労
働
者
に
置
き
換
え
て
い

る
」
と
い
う
、
時
折
散
見
さ
れ
る
推

測
に
つ
い
て
は
、
今
回
の
調
査
で
は

確
認
で
き
な
か
っ
た
と
し
て
い
る
。

規
制
強
化
の
影
響
予
測

　

Ｉ
Ａ
Ｂ
は
こ
の
調
査
結
果
を
基
に
、

政
府
が
計
画
し
て
い
る
派
遣
期
間
の

上
限
設
定
（
一
八
カ
月
）
と
派
遣
先

で
の
均
等
待
遇
（
九
カ
月
以
内
）
の

実
施
に
つ
い
て
は
、「
大
半
の
派
遣
労

働
者
が
適
用
対
象
外
に
な
る
可
能
性

が
あ
る
」
と
指
摘
し
て
い
る
。
ま
た
、

今
回
の
規
制
強
化
が
派
遣
労
働
者
の

就
労
期
間
に
影
響
を
与
え
る
か
ど
う

か
は
「
現
時
点
で
は
分
か
ら
な
い
」

と
結
論
付
け
て
い
る
。

［
注
］

１　

ド
イ
ツ
の
派
遣
労
働
者
は
原
則
と
し

て
、
労
働
者
派
遣
法
（
Ａ
Ü
Ｇ
）
に
基

づ
い
て
、
同
一
労
働
同
一
賃
金
の
原
則

に
則
っ
た
賃
金
を
受
け
取
る
こ
と
が
で

き
る
（
均
等
待
遇
原
則
）。
し
か
し
、
派

遣
元
の
人
材
派
遣
会
社
と
労
働
組
合
の

間
で
特
定
の
労
働
協
約
が
あ
る
場
合
、

こ
の
均
等
待
遇
原
則
か
ら
の
逸
脱
が
許

容
さ
れ
る
。
派
遣
労
働
者
の
労
働
協
約

は
複
数
存
在
す
る
が
、
三
つ
の
労
働
組

合
（
Ｃ
Ｇ
Ｍ
、
Ｄ
Ｈ
Ｖ
、
Ｇ
Ö
Ｄ
）
で

構
成
す
る
連
合
体
で
、
二
〇
〇
二
年
に

結
成
さ
れ
た
キ
リ
ス
ト
教
派
遣
人
材
労

働
組
合
（
Ｃ
Ｇ
Ｚ
Ｐ
）
は
、
設
立
以
来
、

一
貫
し
て
ド
イ
ツ
労
働
総
同
盟
（
Ｄ
Ｇ

Ｂ
）
な
ど
の
他
の
労
働
組
合
よ
り
も
低

い
条
件
で
労
働
協
約
を
締
結
し
、
問
題

と
な
っ
て
い
た
。
こ
う
し
た
事
態
に
対

し
て
連
邦
労
働
裁
判
所
（
Ｂ
Ａ
Ｇ
）
は

二
〇
一
〇
年
一
二
月
一
四
日
、
Ｃ
Ｇ
Ｚ

Ｐ
の
労
働
協
約
締
結
能
力
（
資
格
）
を

認
め
ず
、
当
該
協
約
を
無
効
と
す
る
判

決
を
下
し
た
。

２　

国
内
最
大
の
ド
ラ
ッ
グ
ス
ト
ア
・

チ
ェ
ー
ン
で
あ
る
シ
ュ
レ
ッ
カ
ー
社
が
、

複
数
の
支
店
を
閉
鎖
し
て
経
営
上
の
理

由
に
基
づ
き
従
業
員
を
一
旦
解
雇
し
た

後
に
、
同
社
元
幹
部
が
所
有
す
る
人
材

派
遣
会
社
を
通
じ
て
こ
れ
ら
の
従
業
員

を
派
遣
労
働
者
と
し
て
雇
い
入
れ
て
、

新
規
店
舗
を
開
き
、
そ
こ
で
安
価
な
賃

金
で
働
か
せ
て
い
る
こ
と
が
大
き
な
社

会
問
題
と
な
っ
た
。
同
社
は
、
社
会
的

な
批
判
を
受
け
た
後
、
派
遣
会
社
と
の

提
携
を
解
消
し
た
が
、
企
業
イ
メ
ー
ジ

の
悪
化
や
売
り
上
げ
の
落
ち
込
み
な
ど

に
よ
り
二
〇
一
二
年
一
月
に
破
綻
し
、

最
終
的
に
は
、
同
社
の
引
き
受
け
先
が

決
ま
ら
な
か
っ
た
た
め
六
月
五
日
に
解

体
さ
れ
る
こ
と
が
決
ま
っ
た
。

【
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ベ
ル
リ
ン
社
会
科
学
学
術
セ
ン

タ
ー
（
Ｗ
Ｚ
Ｂ
）
の
調
査
に
よ
る
と
、

二
カ
月
以
上
の
育
児
休
暇
を
取
得
し

た
父
親
は
、
そ
の
後
、
労
働
時
間
を

平
均
で
週
四
・
五
時
間
減
ら
し
て
い

た
。一
方
で
、育
休
を
取
得
し
な
か
っ

た
父
親
は
、
子
の
誕
生
後
、
逆
に
週

一
時
間
増
や
し
て
い
た
こ
と
が
明
ら

か
に
な
っ
た
。
連
邦
政
府
は
、
働
く

親
の「
労
働
時
間
と
家
庭
時
間
」の
バ

ラ
ン
ス
を
改
善
す
る
た
め
、
両
親
手

当
や
育
休
制
度
を
改
革
す
る
法
案
を

閣
議
決
定
し
、
近
く
成
立
を
め
ざ
す
。

「
両
親
手
当
」
と
は

　
「
両
親
手
当
（E

lterngeld

）」
は
、

育
児
の
た
め
に
休
業
も
し
く
は
部
分

休
業
（
週
三
〇
時
間
以
内
の
時
短
勤

務
も
受
給
可
能
）
を
す
る
親
の
所
得

損
失
分
の
六
七
％（
１
）を
補
填
す
る

制
度
で
二
〇
〇
七
年
に
導
入
さ
れ
た
。

そ
れ
以
前
は
定
額
制
の
「
育
児
手
当

（E
rziehungsgeld

）」
が
あ
っ
た
が
、

支
給
額
が
原
則
三
〇
〇
ユ
ー
ロ
（
月

額
）
と
少
額
の
た
め
、
多
く
の
家
族

に
と
っ
て
効
果
的
な
所
得
保
障
と
な

り
得
ず
、
そ
の
た
め
一
家
の
稼
ぎ
手

で
あ
る
こ
と
が
多
い
父
親
の
育
休
取

得
の
困
難
さ
な
ど
が
指
摘
さ
れ
て
い

た
。「
両
親
手
当
」
は
こ
の
よ
う
な

課
題
を
解
決
し
、
子
育
て
期
の
働
く

親
を
支
援
す
る
目
的
で
導
入
さ
れ
た
。

同
手
当
は
、
ど
ち
ら
か
片
方
の
親
だ

け
が
受
給
す
る
場
合
は
最
大
一
二
カ

月
間
支
給
さ
れ
る
が
、
も
う
一
方
の

親
も
受
給
す
る
場
合
は
さ
ら
に
二
カ

月
延
長
さ
れ
、
最
大
一
四
カ
月
間
支

給
さ
れ
る
。
こ
の
追
加
の
二
カ
月
分

は
「

パ

ー

ト

ナ

ー

月

（P
artnerm

onate

）」
と
呼
ば
れ
、

も
う
一
方
の
親
が
育
休
を
取
得
し
な

け
れ
ば
受
給
権
は
消
滅
し
て
し
ま
う
。

ド
イ
ツ
の
場
合
、
受
給
期
間
を
最
大

の
一
四
カ
月
間
に
し
よ
う
と
し
て

「
パ
ー
ト
ナ
ー
月
」
の
二
カ
月
だ
け

父
親
が
育
休
を
取
得
し
て
両
親
手
当

を
受
給
す
る
ケ
ー
ス
が
多
い
。
な
お
、

ひ
と
り
親
の
場
合
や
片
方
の
親
が
病

気
等
で
育
児
が
で
き
な
い
場
合
は
、

最
初
か
ら
最
大
一
四
カ
月
間
支
給
さ

れ
る
。
両
親
が
同
時
に
取
得
す
る
場

合
は
各
々
最
大
七
カ
月
間
、
ま
た
、

毎
月
支
給
額
を
半
額
に
し
た
場
合
、

期
間
が
二
倍
に
延
長
さ
れ
る
。

導
入
で
増
加
し
た 

父
親
の
育
休
取
得

　

二
〇
〇
七
年
の
「
両
親
手
当
」
の

導
入
に
よ
っ
て
以
前
は
三
％
に
過
ぎ

な
か
っ
た
男
性
の
育
休
取
得
率
は
大

幅
に
増
加
し
、
父
親
の
育
児
参
加
が

進
ん
で
い
る
。
統
計
局
が
二
〇
一
四

年
に
発
表
し
た
資
料
に
よ
る
と
、
二

〇
一
二
年
生
ま
れ
の
子
に
つ
い
て
育 

休
を
取
得
し
て
「
両
親
手
当
」
を
受

給
し
た
父
親
の
割
合
は
二
九
・
三
％

に
上
り
、
父
親
の
約
三
人
に
一
人
が

育
休
を
取
得
し
て
い
た
（
図
表
１
）。

ポ
イ
ン
ト
は
単
独
か
つ 

比
較
的
長
期

　

ベ
ル
リ
ン
社
会
科
学
学
術
セ
ン

タ
ー
（
Ｗ
Ｚ
Ｂ
）
の
マ
レ
イ
ケ
・

ビ
ュ
ー
ニ
ン
グ
研
究
員
に
よ
る
と
、

二
カ
月
以
上
育
休
を
取
得
し
た
父
親

が
、
そ
の

後
も
子
ど

も
と
の
緊

密
な
関
係

維
持
を
求

め
て
週
労

働
時
間
を

短
縮
す
る

一
方
で
、

育
休
を
取

得
し
な

か
っ
た
父

親
は
、
子

の
誕
生
後
、

逆
に
週
労

働
時
間
を

増
や
し
て

い
た
。

　

さ
ら
に

家
庭
内
の

家
事
分
担

図表1　2012年生まれの子に対する父親の両親手当取得率
(2012年1月～ 2014年3月)

新生児数合計
（人）

2012年生まれの子に対する

父親の両親手当取得（認可件数） 割合（%）

ドイツ全体 673,544 197,556 29.3

資料出所：連邦統計局(2014年) Elterngeld für Geburten
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の
観
点
か
ら
分
析
す
る
と
、
母
親
が

働
い
て
従
来
以
上
家
計
に
寄
与
す
る

間
、
単
独
か
つ
比
較
的
長
期
に
育
休

を
取
得
し
て
育
児
と
家
事
双
方
の
責

任
を
負
っ
た
父
親
は
、
そ
の
後
、
育

児
の
み
な
ら
ず
家
事
に
も
積
極
的
に

貢
献
し
て
い
た
こ
と
が
分
か
っ
た
。

　

ビ
ュ
ー
ニ
ン
グ
研
究
員
は
「
父
親

の
単
独
か
つ
長
期
の
育
休
は
、
家
庭

内
の
伝
統
的
な
役
割
分
担
を
弱
め
、

包
括
的
な
男
女
同
権
を
確
立
し
や
す

く
す
る
効
果
が
あ
る
」
と
述
べ
た
上

で
、「
両
親
が
同
時
に
育
休
を
取
得
す

る
場
合
に
は
こ
う
し
た
現
象
は
見
ら

れ
な
い
」
と
補
足
し
て
い
る
。

　

前
述
の
通
り
、
ド
イ
ツ
で
は
二
〇

〇
七
年
の「
両
親
手
当
」導
入
に
よ
っ

て
父
親
の
育
休
取
得
が
増
え
た
が
、

そ
の
期
間
も
徐
々
に
延
び
る
傾
向
に

あ
る
。
育
休
を
取
得
し
た
父
親
の
七

五
％
は
パ
ー
ト
ナ
ー
月
の
二
カ
月
の

み
だ
っ
た
が
、
二
五
％
は
そ
れ
よ
り

も
長
い
期
間
を
取
得
し
て
い
た
。
ま

た
、
五
五
％
は
母
親
と
同
時
に
育
休

を
取
得
し
、
四
五
％
は
少
な
く
と
も

一
カ
月
以
上
単
独
で
育
休
を
取
得
し

て
い
た
。

新
た
な
家
族
政
策
の
動
き

　

連
邦
政
府
は
現
在
、
両
親
手
当
や

育
休
制
度
の
改
正
法
案
（
両
親
手
当

プ
ラ
ス
の
導
入
、
お
よ
び
育
児
休
暇

取
得
の
柔
軟
化
に
関
す
る
法
案
）
の

立
法
手
続
き
を
進
め
て
い
る
。
法
案

が
施
行
さ
れ
れ
ば
、
両
親
手
当
の
受

給
と
時
短
勤
務
の
併
用
が
容
易
に
な

り
、
育
休
の
取
得
方
法
も
大
幅
に
柔

軟
化
さ
れ
る
。

早
期
の
復
職
を
支
援

　

改
正
法
案
で
新
た
に
導
入
が
計
画

さ
れ
て
い
る
「
両
親
手
当
プ
ラ
ス
」

は
、
親
の
選
択
肢
が
広
が
る
反
面
、

内
容
は
若
干
複
雑
に
な
る
。
制
度
の

導
入
前
後
を
比
較
し
た
事
例
は
図
表

２
の
通
り
。
従
来
の
「
両
親
手
当
」

で
も
時
短
勤
務
と
の
併
用
受
給
は
可

能
だ
っ
た
が
、
時
短
勤
務
で
得
た
収

入
の
分
だ
け
両
親
手
当
の
額
が
減
る

仕
組
み
だ
っ
た
。
新
し
い
「
両
親
手

当
プ
ラ
ス
」
で
は
、
時
短
勤
務
で
両

親
手
当
の
額
が
減
っ
て
も
、
受
給
期

間
が
延
長
さ
れ
る
と
い
う
補
正
措
置

が
設
け
ら
れ
、
仕
事
へ
の
早
期
復
帰

を
希
望
す
る
親
の
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ

を
高
め
る
仕
組
み
に
な
っ
て
い
る
。

「
両
親
手
当
プ
ラ
ス
」
は
「
両
親
手

当
」
の
半
額
を
上
限
と
し
て
、
受
給

期
間
を
最
長
二
八
カ
月
に
延
長
す
る

こ
と
が
で
き
る
（
現
行
で
は
最
長
一

四
カ
月
）。

　

こ
の
他
、「
パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ

ボ
ー
ナ
ス
」
の
導
入
も
計
画
さ
れ
て

い
る
。
た
と
え
ば
両
親
が
同
時
に
週

二
五
～
三
〇
時
間
の
時
短
勤
務
を
す

る
場
合
に
は
、「
パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ

ボ
ー
ナ
ス
」
と
し
て
、そ
れ
ぞ
れ
「
両

親
手
当
プ
ラ
ス
」
を
再
度
追
加
的
に

四
カ
月
受
給
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

　

以
上
の
「
両
親
手
当
」、「
両
親
手

当
プ
ラ
ス
」、「
パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ

ボ
ー
ナ
ス
」
は
さ
ま
ざ
ま
に
組
み
合

わ
せ
る
こ
と
が
可
能
で
多
様
な
個
人

の
ニ
ー
ズ
に
よ
っ
て
選
択
で
き
る
よ

う
に
な
っ
て
い
る
。

三
回
の
育
休
取
得
も
可
能
に

　

今
回
の
改
正
案
で
は
、
育
休
の
取

得
方
法
に
つ
い
て
も
、
大
幅
に
柔
軟

化
さ
れ
る
。
従
来
は
、
両
親
は
子
ど

も
が
三
歳
に
な
る
ま
で
育
休（
無
給
）

を
取
得
す
る
こ
と
が
で
き
、
最
後
の

一
二
カ
月
に
つ
い
て
は
使
用
者
の
同

意
が
あ
れ
ば
、
三
歳
か
ら
八
歳
ま
で

の
間
に
二
回
目
と
し
て
取
得
が
可
能

だ
っ
た
。
改
正
法
の
下
で
は
、
子
ど

も
が
三
歳
か
ら
八
歳
ま
で
の
間
に
計

二
四
カ
月
の
育
休
取
得
（
無
給
）
が

可
能
に
な
り
、
使
用
者
の
同
意
は
不

要
と
な
る
。

　

た
と
え
ば
、

子
ど
も
が
一
歳

に
な
る
ま
で
母

親
が
育
休
を
取

得
し
、
仕
事
に

復
帰
す
る
と
す

る
。
新
規
定
で

は
、
当
該
の
母

親
は
、
再
度
子

ど
も
が
三
歳
か

ら
四
歳
ま
で
一

年
間
の
育
休
を

取
得
し
、
さ
ら

に
七
歳
か
ら
八

歳
ま
で
一
年
間

育
休
を
取
得
す

る
な
ど
合
計
三

回
に
分
け
た
取

得
も
可
能
。
そ

の
場
合
、
当
該

の
母
親
は
一
三

週
間
前
ま
で
に

自
分
の
予
定
を

使
用
者
に
通
知
す
る
だ
け
で
良
い
。

　

シ
ュ
ヴ
ェ
ー
ズ
ィ
ヒ
連
邦
家
族
相

は
、「
こ
れ
は
若
い
家
族
の
ニ
ー
ズ
が

変
化
し
た
事
実
に
対
応
し
て
い
る
。

多
く
の
母
親
（
と
く
に
若
い
世
代
）

は
、
従
来
よ
り
も
早
期
に
復
職
し
た

い
と
考
え
て
お
り
、
多
く
の
父
親
は

も
っ
と
長
く
育
児
に
関
わ
り
た
い
と

考
え
て
い
る
。
そ
の
希
望
と
現
実
の

隔
た
り
を
解
消
す
る
の
が
今
回
の
改

正
目
的
で
、
必
要
な
場
合
に
は
将
来

の
育
休
取
得
が
確
約
さ
れ
て
い
る
た

め
、
母
親
が
よ
り
早
期
に
復
職
す
る

方
向
へ
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
が
働
く
。

こ
れ
に
よ
り
、
親
の
双
方
が
職
業
生

活
に
お
い
て
キ
ャ
リ
ア
を
積
む
機
会

を
確
保
す
る
こ
と
が
で
き
、
家
庭
内

に
お
け
る
家
事
や
育
児
の
平
等
化
も

促
進
さ
れ
る
」
と
説
明
し
て
い
る
。

改
正
法
案
に
対
す
る
反
応

　

前
述
の
Ｗ
Ｚ
Ｂ
の
ビ
ュ
ー
ニ
ン
グ

研
究
員
は
、
両
親
手
当
プ
ラ
ス
な
ど

の
導
入
に
よ
っ
て
、
父
親
は
今
後
時

短
勤
務
を
し
な
が
ら
、
か
つ
パ
ー
ト

ナ
ー
の
母
親
と
同
時
に
育
休
を
取
得

す
る
者
が
増
え
、「
父
親
が
単
独
で
育

休
を
取
得
し
て
、
家
庭
の
全
責
任
を

負
う
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
が
弱
ま
り
、

家
庭
内
の
包
括
的
な
男
女
同
権
化
が

遅
れ
る
の
で
は
な
い
か
」
と
の
懸
念

を
示
し
て
い
る
。
一
方
で
、
応
用
社

会
科
学
研
究
所
（
Ｉ
Ｎ
Ｆ
Ａ
Ｓ
）
の

調
査
に
よ
る
と
、
国
民
の
半
数
が
新

し
い
改
正
案
に
賛
成
し
て
い
る
。
特

に
未
成
年
の
子
が
い
る
回
答
者
と
、

二
四
歳
以
下
の
回
答
者
の
賛
成
比
率

は
約
七
割
に
達
し
て
い
る
。

　

改
正
法
案
は
六
月
四
日
に
閣
議
決

定
さ
れ
、
今
後
予
定
通
り
進
め
ば
二

〇
一
五
年
七
月
一
日
に
施
行
さ
れ
る
。

［
注
］

１　

所
得
が
月
額
一
二
〇
〇 

ユ
ー
ロ
を
超

え
る
場
合
は
、
当
該
超
え
る
額
二 

ユ
ー

ロ
に
つ
き
〇
・
一
％
ず
つ
、
最
低
六
五
％

に
達
す
る
ま
で
引
き
下
げ
ら
れ
る
。

【
参
考
資
料
】

・D
ie W

elt (22.07.14) (21.03.14)

・B
M

FSFJ, ElterngeldPlus (04.06.2014), 
E

l
t

e
r

n
g

e
l

d
 

P
l

u
s

 
u

n
d 

Partnerschaftlichkeit Zahlen &
 D

aten 
(4. Juni 2014).

（
国
際
研
究
部
）

図表2　時短勤務を行う場合の「両親手当プラス」の事例

▶起点状況
・子ども誕生前の所得:1400ユーロ（月額）
・仕事を完全に中断した場合の両親手当プラス:910ユーロ（1400ユーロの65%）
・1年間休職した場合の両親手当: €910×12カ月＝€10,920（参考）

▶6カ月完全休職して、その後時短勤務（月額収入€550）で復職した場合の請求権
【従来の両親手当の請求権】
・当初半年の完全休職中の両親手当: €910×6カ月＝€5,460
・時短勤務を行った場合の月額収入: €550（従来の月額収入€1,400より€850低い）
・時短勤務を行った場合の両親手当: €550（€850の65%）×6カ月＝€3,315
→計12カ月間の両親手当：€5,460＋€3,315＝€8,775

【両親手当プラスの請求権】
・当初半年の完全休職中の両親手当: €910×6カ月＝€5,460
・時短勤務を行った場合の月額収入: €550（従来の月額収入€1,400より€850低い）
・時短勤務を行った場合の両親手当プラス:€455（€910÷2）×12カ月(受給期間が2倍)＝€5,460
→計18カ月間の両親手当：€5,460＋€5,460＝€10,920

資料出所: 連邦家族省（2014年）Elterngeld Plus und Partnerschaftlichkeit Zahlen & Daten
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カ
ズ
ヌ
ー
ヴ
内
相
は
、
七
月
二
三

日
、
外
国
人
の
滞
在
許
可
に
関
す
る

規
定
を
改
正
す
る
法
案
を
、
閣
議
に

提
出
し
た
。
複
数
年
有
効
の
滞
在
許

可
証
の
発
給
を
大
幅
に
増
加
さ
せ
る

こ
と
や
、
フ
ラ
ン
ス
の
国
際
競
争
力

を
高
め
る
た
め
、
投
資
家
や
研
究
者
、

芸
術
家
、
熟
練
労
働
者
を
対
象
に
、

新
た
な
滞
在
許
可
証
を
創
設
す
る
こ

と
が
改
正
案
の
主
な
内
容
で
あ
る
。

そ
の
一
方
で
、
Ｅ
Ｕ
加
盟
国
出
身
者

の
犯
罪
者
お
よ
び
そ
の
家
族
を
国
外

退
去
さ
せ
る
こ
と
を
可
能
と
す
る
不

法
移
民
の
対
策
も
盛
り
込
む
こ
と
に

よ
っ
て
、
治
安
悪
化
の
懸
念
を
払
拭

す
る
こ
と
も
目
的
と
し
て
い
る
。

法
案
の
骨
子

　

ベ
ル
ナ
ー
ル
・
カ
ズ
ヌ
ー
ヴ
内
相

（
警
察
や
移
民
関
連
問
題
を
管
轄
）

は
、
七
月
二
三
日
の
閣
議
に
、
フ
ラ

ン
ス
に
お
け
る
外
国
人
の
権
利
に
関

す
る
法
案（
１
）を
提
出
し
た
。
二
〇

一
二
年
五
月
の
オ
ラ
ン
ド
政
権
発
足

時
か
ら
内
相
を
務
め
た
ヴ
ァ
ル
ス
首

相
は
、
内
相
時
代
に
外
国
人
の
滞
在

許
可
に
関
す
る
規
定
を
改
正
す
る
法

案
作
成
作
業
に
着
手
。
カ
ズ
ヌ
ー
ヴ

内
相
は
そ
れ
を
引
き
継
ぐ
か
た
ち
で
、

今
回
の
法
案
を
提
出
し
た
。
こ
の
法

案
は
、
移
民
政
策
の
中
で
も
と
り
わ

け
次
の
三
項
目
の
実
現
を
め
ざ
し
て

い
る
。

・
外
国
人
の
受
け
入
れ
お
よ
び
フ
ラ

ン

ス

社

会

へ

の

統

合

（intégration

）
を
支
援
す
る
と

と
も
に
、
滞
在
許
可
の
定
期
的
申

請
の
頻
度
を
少
な
く
し
、
外
国
人

の
行
政
手
続
き
を
簡
素
化
す
る
こ

と
・
世
界
的
に
認
め
ら
れ
る
高
度
な
才

能
を
持
っ
た
人
材
の
滞
在
を
容
易

に
す
る
こ
と
に
よ
り
、
フ
ラ
ン
ス

経
済
の
魅
力
を
高
め
る
こ
と

・
基
本
的
人
権
を
守
り
つ
つ
も
、
不

法
滞
在
者
対
策
を
よ
り
効
率
的
に

行
う
こ
と

複
数
年
有
効
の
滞
在
許
可
証

の
拡
大

　

現
行
制
度
に
お
い
て
原
則
と
し
て
、

フ
ラ
ン
ス
国
内
に
居
住
す
る
外
国
人

は
、
毎
年
、
滞
在
許
可
証
の
更
新
が

必
要
と
な
っ
て
い
る
。
学
生
や
高
い

才
能
を
持
つ
者
の
一
部
な
ど
に
限
っ

て
、
複
数
年
有
効
の
滞
在
許
可
証
が

発
行
さ
れ
て
い
る
が
、
そ
の
数
は
限

ら
れ
て
い
る
。
滞
在
許
可
証
を
複
数

回
更
新
し
た
後
、
一
〇
年
間
有
効
の

居

住

者

カ

ー

ド
（carte de 

résident 

）
が
交
付
さ
れ
る
。
今
回

の
法
案
に
は
、
複
数
年
（
二
年
～
四

年
）
有
効
の
滞
在
許
可
証
を
フ
ラ
ン

ス
に
一
年
滞
在
後
の
外
国
人
全
体
に

拡
大
す
る
こ
と
が
盛
り
込
ま
れ
た
。

つ
ま
り
、
フ
ラ
ン
ス
入
国
後
、
最
初

に
発
給
さ
れ
る
滞
在
許
可
証
の
有
効

期
間
は
一
年
間
で
あ
る
が
、
そ
れ
を

更
新
す
る
と
複
数
年
有
効
の
滞
在
許

可
証
が
交
付
さ
れ
る
よ
う
に
な
る
と

い
う
も
の
で
あ
る
。
ま
た
、
複
数
年

有
効
の
滞
在
許
可
証
の
期
限
後
す
ぐ

に
、
一
〇
年
間
有
効
の
滞
在
許
可
証

の
申
請
が
で
き
る
よ
う
に
な
る
。

　

こ
の
措
置
に
よ
っ
て
滞
在
許
可
証

の
更
新
頻
度
が
少
な
く
な
り
、
外
国

人
の
手
間
・
労
力
の
軽
減
と
と
も
に
、

行
政
の
事
務
処
理
負
担
の
軽
減
に
も

つ
な
が
る
と
考
え
ら
れ
て
い
る
。
ち

な
み
に
、
毎
年
、
二
五
〇
万
人
、
延

べ
人
数
で
五
〇
〇
万
人
が
滞
在
許
可

証
に
関
す
る
手
続
き（
申
請
や
更
新
）

を
す
る
た
め
に
、
県
庁
や
警
視
庁
を

訪
れ
て
い
る
。
外
国
人
が
平
均
で
年

に
二
回
、
県
庁
や
警
視
庁
を
訪
れ
て

い
る
こ
と
に
な
り
、
そ
の
大
半
は
滞

在
許
可
証
の
更
新
手
続
き
で
あ
る
。

高
度
な
才
能
を
持
つ 

外
国
人
の
受
け
入
れ
促
進

　

現
行
制
度
で
は
、
高
度
な
才
能
が

あ
り
フ
ラ
ン
ス
に
貢
献
し
得
る
外
国

人
を
対
象
と
し
た
六
種
類
の
滞
在
許

可
証
が
あ
る
が
、
中
に
は
あ
ま
り
活

用
さ
れ
て
い
な
い
も
の
も
あ
る
。
た

と
え
ば
、
滞
在
許
可
証
・
競
争
力
と

才

能
（carte com

pétence et 
talents

）
は
、
学
術
・
科
学
・
文
化
・

人
道
ま
た
は
ス
ポ
ー
ツ
分
野
の
発
展

と
い
う
点
で
、
有
意
義
か
つ
持
続
的

に
関
与
す
る
と
判
断
さ
れ
る
才
能
を

持
つ
者
に
対
し
て
発
給
さ
れ
る
が
、

年
間
の
発
給
数
は
三
〇
〇
件
以
下
で

あ
る
。
ま
た
、
例
外
的
経
済
貢
献
滞

在
許
可
証
（carte contribution 

économ
ique exceptionnelle

）
は
、

フ
ラ
ン
ス
の
領
土
に
少
な
く
と
も
一

〇
〇
〇
万
ユ
ー
ロ
の
投
資
を
行
い
、

五
〇
人
以
上
の
雇
用
創
出
な
ど
に
貢

献
す
る
投
資
家
を
対
象
と
す
る
も
の

で
あ
る
が
、
二
〇
〇
八
年
以
来
、
七

件
の
発
行
に
と
ど
ま
っ
て
い
る
。
発

給
数
が
少
な
い
の
は
、
そ
れ
ぞ
れ
の

滞
在
許
可
証
の
条
件
、
す
な
わ
ち
滞

在
可
能
期
間
や
家
族
帯
同
条
件
な
ど

が
異
な
る
上
に
、
手
続
き
が
煩
雑
な

こ
と
が
一
因
と
考
え
ら
れ
て
い
る
。

　

今
回
の
法
案
で
は
、
世
界
レ
ベ
ル

の
有
能
な
人
材
を
惹
き
つ
け
、
フ
ラ

ン
ス
の
国
際
的
地
位
を
引
き
上
げ
る

た
め
、
才
能
の
あ
る
外
国
人
を
対
象

に
、
既
存
の
滞
在
許
可
証
を
統
合
し

た
人
材
パ
ス
ポ
ー
ト
制
度

（passeport «talents»

）
を
創
設

す
る
内
容
が
盛
り
込
ま
れ
て
い
る
。

投
資
家
や
研
究
者
、
芸
術
家
、
熟
練

賃
金
労
働
者
と
そ
の
家
族
が
対
象
で

あ
り
、
最
長
で
四
年
有
効
の
滞
在
許

可
証
で
あ
る
。
そ
の
手
続
き
も
、
現

在
よ
り
、
簡
素
化
さ
れ
こ
と
に
な
る
。

　

ま
た
、
現
行
法
で
は
報
酬
が
発
生

す
る
就
労
に
従
事
す
る
場
合
、
短
期

間
の
就
労
で
も
労
働
許
可
を
取
得
し

な
く
て
は
な
ら
な
い
が
、
そ
の
点
を

改
正
し
三
カ
月
以
内
の
滞
在
に
お
け

る
労
働
許
可
取
得
義
務
を
廃
止
す
る
。

こ
の
改
正
で
恩
恵
を
受
け
る
の
は
、

と
り
わ
け
芸
術
家
な
ど
が
あ
げ
ら
れ

て
い
る
が
、
改
正
が
実
現
す
れ
ば
行

政
手
続
き
に
要
す
る
時
間
と
労
力
が

軽
減
さ
れ
、
一
つ
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

の
た
め
に
短
期
間
、
フ
ラ
ン
ス
に
滞

在
す
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
な
る
。

　

さ
ら
に
、
高
学
歴
留
学
生
の
雇
用

を
促
進
さ
せ
る
た
め
に
、
滞
在
許
可

証
の
身
分
変
更
の
手
続
き
も
簡
素
化

さ
れ
る
。
修
士
以
上
の
学
業
修
了
証

を
持
つ
す
べ
て
の
学
生
は
、
今
後
、

一
年
間
、
フ
ラ
ン
ス
で
の
学
業
で
身

に
付
け
た
知
識
・
能
力
に
関
連
す
る

職
を
探
す
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
な

る
。
ち
な
み
に
、
現
行
制
度
で
は
、

学
業
終
了
後
六
カ
月
以
内
に
、
最
低

賃
金
（
Ｓ
Ｍ
Ｉ
Ｃ
）
の
一
・
五
倍
以

上
の
賃
金
が
支
払
わ
れ
る
職
に
就
か

な
け
れ
ば
、
原
則
と
し
て
、
賃
金
労

働
者
と
し
て
の
就
労
で
き
る
滞
在
許

可
証
の
発
行
が
な
さ
れ
な
い
。
ま
た
、

高
学
歴
留
学
生
の
起
業
を
促
進
さ
せ

る
策
も
盛
り
込
ま
れ
た
。

　

サ
ル
コ
ジ
政
権
時
の
二
〇
一
一
年

五
月
三
一
日
、ゲ
ア
ン
内
相
は
、外
国

人
の
労
働
許
可
に
慎
重
を
期
す
旨
の

通
達
（
ゲ
ア
ン
通
達
：C

irculaire 
G

uéant

）
を
出
し
、
新
た
な
移
民

労
働
者
を
制
限
す
る
た
め
、
外
国
人

の
労
働
許
可
の
審
査
を
厳
格
に
行
い
、

留
学
生
の
賃
金
労
働
者
へ
の
身
分
変

更
に
関
し
て
も
、
審
査
を
慎
重
に
行

う
よ
う
に
求
め
た
。
今
回
の
外
国
人

の
滞
在
許
可
に
関
す
る
規
定
を
改
正

す
る
法
案
の
発
表
に
関
す
る
プ
レ
ス

資
料
で
は
、
こ
の
ゲ
ア
ン
通
達
に
言

及
し
、「
研
究
者
や
大
学
教
員
の
扉
を

閉
め
、
才
能
あ
る
外
国
人
の
滞
在
許

可
証
の
交
付
を
制
限
し
た
が
、
そ
れ

は
終
了
」
と
し
、
政
権
交
代
後
の
移

民
政
策
の
転
換
を
強
調
し
て
い
る
。

フ
ラ
ン
ス
社
会
へ
の 

定
着
支
援
の
強
化

　

同
法
案
に
は
、
外
国
人
の
フ
ラ
ン

フ
ラ
ン
ス

外
国
人
の
滞
在
許
可
に
関
す
る
法
改
正

―
高
度
人
材
外
国
人
の
優
遇
と
不
法
滞

在
者
対
策
の
厳
格
化
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ス
社
会
へ
の
定
着
を
促
進
さ
せ
る
こ

と
を
目
的
と
す
る
内
容
も
盛
り
込
ま

れ
て
い
る
。
外
国
人
が
入
国
後
、
教

育
や
医
療
と
い
っ
た
日
常
生
活
に
深

く
関
係
す
る
公
共
サ
ー
ビ
ス
だ
け
で

な
く
、
フ
ラ
ン
ス
語
能
力
の
低
い
外

国
人
に
対
し
て
、
無
料
で
フ
ラ
ン
ス

語
の
授
業
を
提
供
す
る
な
ど
、
さ
ま

ざ
ま
な
支
援
を
実
施
し
て
い
る
。
現

在
、
外
国
人
や
移
民
に
対
す
る
支
援

は
、
原
則
と
し
て
一
年
間
と
な
っ
て

い
る
が
、
そ
れ
を
五
年
間
に
延
長
す

る
内
容
が
含
ま
れ
て
い
る
（
社
会
統

合
に
関
す
る
政
策
の
詳
細
に
つ
い
て

は
当
機
構
・
労
働
政
策
研
究
報
告
書
・

№
59
の
九
七
ペ
ー
ジ
以
降
を
参
照
さ

れ
た
い
）。
と
り
わ
け
、
外
国
人
の

フ
ラ
ン
ス
語
能
力
を
高
め
る
方
針
が

こ
の
法
案
で
明
ら
か
に
な
っ
た
。
現

在
は
、
Ａ
１
レ
ベ
ル
（
日
常
生
活
に

必
要
な
簡
単
な
表
現
を
理
解
し
、
自

分
の
意
思
を
簡
単
に
伝
え
る
こ
と
が

で
き
る
レ
ベ
ル
）
の
フ
ラ
ン
ス
語
力

の
習
得
を
目
的
に
し
て
い
る
。
そ
れ

を
入
国
後
五
年
以
内
に
Ａ
２
レ
ベ
ル

（
日
常
生
活
に
お
い
て
必
要
な
情
報

を
得
ら
れ
、
過
去
形
や
現
在
形
な
ど

を
使
い
分
け
て
説
明
で
き
る
レ
ベ

ル
）
ま
で
達
す
る
こ
と
を
目
標
と
し

て
い
る
。
ち
な
み
に
、
フ
ラ
ン
ス
語

の
レ
ベ
ル
は
、
初
級
Ａ
１
お
よ
び
Ａ

２
、
中
級
Ｂ
１
お
よ
び
Ｂ
２
、
上
級

か
ら
Ｃ
１
お
よ
び
Ｃ
２
の
六
つ
の
レ

ベ
ル
に
分
類
さ
れ
て
い
る
。

　

ま
た
、
語
学
だ
け
で
な
く
フ
ラ
ン

ス
の
価
値
観
や
制
度
・
規
則
、
フ
ラ

ン
ス
で
生
活
し
て
い
く
上
で
の
権
利

や
義
務
な
ど
を
理
解
さ
せ
る
こ
と
、

す
な
わ
ち
、
フ
ラ
ン
ス
社
会
そ
の
も

の
を
適
切
に
認
識
す
る
た
め
の
プ
ロ

グ
ラ
ム
も
強
化
さ
れ
る
。
と
く
に
、

政
教
分
離
の
原
則
や
男
女
平
等
な
ど
、

日
常
生
活
の
基
礎
と
な
る
概
念
は
、

同
化
研
修
（form

ation civique 
obligatoire

、
こ
れ
は
フ
ラ
ン
ス
に

到
着
し
た
外
国
人
に
そ
の
受
講
が
義

務
付
け
ら
れ
て
お
り
、
そ
れ
を
受
け

な
い
場
合
は
、
原
則
と
し
て
滞
在
許

可
証
が
交
付
さ
れ
な
い
）
で
確
認
す

る
こ
と
に
な
る
と
し
て
い
る
。

深
刻
な
病
気
の
治
療
を
必
要

と
す
る
外
国
人
に
対
す
る
ビ

ザ
発
給
条
件
の
緩
和

　

こ
の
法
案
で
は
、
人
道
的
な
観
点

か
ら
病
気
の
外
国
人
が
必
要
な
治
療

を
受
け
る
た
め
の
ビ
ザ
発
給
の
条
件

を
緩
和
す
る
こ
と
も
盛
り
込
ま
れ
て

い
る
。現
在
、深
刻
な
病
気
の
外
国
人

が
フ
ラ
ン
ス
で
治
療
を
受
け
る
た
め

に
ビ
ザ
を
申
請
す
る
場
合
、
必
要
な

治
療
が
そ
の
国
に
存
在
し
な
い
こ
と

を
証
明
し
な
く
て
は
な
ら
な
い
。
今

回
の
法
案
で
は
、
フ
ラ
ン
ス
で
の
治

療
を
受
け
る
こ
と
を
希
望
す
る
外
国

人
患
者
に
と
っ
て
、
必
要
と
す
る
治

療
が
出
身
国
で
提
供
さ
れ
て
い
て
も
、

極
め
て
高
額
で
あ
っ
た
り
、
健
康
保

険
制
度
が
整
備
さ
れ
て
い
な
い
な
ど

の
理
由
で
実
質
的
に
受
け
ら
れ
な
い

こ
と
が
証
明
で
き
れ
ば
、
ビ
ザ
の
発

給
対
象
と
な
る
と
い
う
も
の
で
あ
る
。

不
法
滞
在
外
国
人
対
策

　

二
〇
一
三
年
に
フ
ラ
ン
ス
か
ら
Ｅ

Ｕ
圏
外
へ
強
制
退
去
さ
せ
ら
れ
た
外

国
人
の
数
は
、
前
年
よ
り
一
三
％
増

加
し
た
。
ま
た
、
摘
発
さ
れ
た
密
入

国
組
織
の
数
は
一
四
％
増
加
し
た
。

二
〇
一
三
年
の
摘
発
数
は
過
去
最
高

で
あ
っ
た
が
、
そ
の
増
加
は
今
年
に

入
っ
て
か
ら
も
続
い
て
い
る
。
こ
の

よ
う
な
状
況
の
中
で
、
こ
の
法
案
に

は
不
法
滞
在
外
国
人
対
策
も
盛
り
込

ま
れ
た
。

　

現
行
で
は
、
公
共
の
秩
序
を
大
き

く
乱
し
た
罪
を
犯
し
た
Ｅ
Ｕ
加
盟
国

出
身
者
が
釈
放
さ
れ
た
（
ま
た
は
、

刑
務
所
か
ら
出
所
し
た
）
場
合
、
フ

ラ
ン
ス
国
外
へ
追
放
す
る
こ
と
は
出

来
な
い
。
こ
れ
は
、
Ｅ
Ｕ
圏
内
の
移

動
の
自
由
が
あ
る
た
め
で
あ
る
。
そ

の
た
め
、
フ
ラ
ン
ス
国
内
で
犯
罪
を

犯
し
た
Ｅ
Ｕ
加
盟
国
出
身
者
が
釈
放

さ
れ
た
場
合
、
フ
ラ
ン
ス
国
内
に
留

ま
っ
た
り
、
再
び
入
国
す
る
こ
と
が

可
能
で
あ
る
。
ち
な
み
に
現
行
制
度

で
も
、
フ
ラ
ン
ス
入
国
後
三
カ
月
以

内
に
犯
罪
を
犯
し
た
Ｅ
Ｕ
加
盟
国
出

身
者
に
対
し
て
の
み
、
国
外
退
去
命

令
を
出
す
こ
と
は
可
能
で
あ
る
。

　

今
回
の
法
案
に
は
、
フ
ラ
ン
ス
国

内
で
犯
罪
を
犯
し
た
Ｅ
Ｕ
加
盟
国
出

身
者
お
よ
び
そ
の
家
族
の
国
外
退
去

と
フ
ラ
ン
ス
へ
の
再
入
国
を
一
年
か

ら
三
年
間
、
禁
止
す
る
こ
と
を
可
能

と
す
る
内
容
が
盛
り
込
ま
れ
た
。
ま

た
、
Ｅ
Ｕ
圏
外
出
身
の
外
国
人
が
重

大
な
犯
罪
を
犯
し
、
国
外
追
放
さ
れ

た
場
合
、
再
入
国
を
禁
止
す
る
の
を

知
事
（
警
視
総
監
）
に
義
務
付
け
る

こ
と
も
こ
の
法
案
に
盛
り
込
ま
れ
た
。

　

不
法
入
国
者
対
策
と
し
て
、
シ
ェ

ン
ゲ
ン
協
定
が
適
用
さ
れ
る
国
以
外

か
ら
路
線
を
持
つ
交
通
機
関
（
航
空

会
社
や
バ
ス
会
社
、
旅
客
船
運
行
会

社
）
に
は
、
チ
ェ
ッ
ク
イ
ン
時
に
パ

ス
ポ
ー
ト
な
ど
で
到
着
国
へ
の
入
国

可
能
な
客
し
か
搭
乗
さ
せ
な
い
こ
と

が
求
め
ら
れ
て
い
る
。
し
か
し
な
が

ら
、
そ
れ
を
遵
守
し
な
い
会
社
の
運

営
す
る
交
通
機
関
を
利
用
し
、
入
国

を
試
み
よ
う
と
す
る
外
国
人
も
い
る
。

そ
の
よ
う
な
者
の
数
を
減
少
さ
せ
る

た
め
、
該
当
す
る
会
社
に
対
す
る
罰

金
を
倍
増
さ
せ
る
こ
と
と
な
っ
た
。

法
案
提
出
の
背
景
と
今
後

　

今
回
の
「
外
国
人
の
滞
在
許
可
に

関
す
る
規
定
を
改
正
す
る
法
案
」
の

発
表
に
関
す
る
プ
レ
ス
資
料
に
よ
る

と
、
フ
ラ
ン
ス
は
、
毎
年
、
二
〇
万

人
の
外
国
人
（
合
法
正
規
滞
在
者
）

を
Ｅ
Ｕ
圏
外
か
ら
新
た
に
受
け
入
れ

て
い
る
が
、
そ
れ
は
フ
ラ
ン
ス
の
総

人
口
の
〇
・
三
％
に
過
ぎ
な
い
。
こ

の
比
率
は
、
イ
ギ
リ
ス
の
半
分
、
ス

ウ
ェ
ー
デ
ン
の
六
分
の
一
で
、
他
の

ヨ
ー
ロ
ッ
パ
諸
国
と
比
べ
て
低
い
水

準
に
あ
る
。
Ｅ
Ｕ
圏
外
か
ら
の
移
民

者
の
数
は
、
二
〇
〇
三
年
以
降
、
同

水
準
で
推
移
し
て
お
り
、
二
〇
一
三

年
は
、
若
干
増
加
し
二
〇
・
三
万
人

で
あ
っ
た
。
た
だ
、
二
〇
万
人
が
定

住
す
る
わ
け
で
は
な
い
。
と
い
う
の

は
、
六
・
五
万
人
は
学
生
で
、
そ
の

大
部
分
が
五
年
以
内
に
、
出
国
す
る

た
め
で
あ
る
と
し
て
い
る
。

　

こ
の
よ
う
な
状
況
の
下
、
政
府
が

外
国
人
の
滞
在
許
可
手
続
き
を
簡
素

化
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
高
度
な
才

能
を
持
つ
外
国
人
を
積
極
的
に
受
け

入
れ
、
国
際
競
争
力
の
向
上
を
図
り

た
い
と
い
う
政
策
意
図
が
、
こ
の
法

案
か
ら
読
み
取
れ
る
。
そ
れ
と
同
時

に
、
不
法
移
民
の
対
策
も
盛
り
込
む

こ
と
で
治
安
悪
化
懸
念
を
払
拭
し
よ

う
と
し
て
い
る
。
政
府
は
「
移
民
や

外
国
人
の
入
国
お
よ
び
滞
在
を
管
理

し
、
才
能
を
持
っ
た
者
の
受
け
入
れ

を
促
進
し
、
フ
ラ
ン
ス
社
会
へ
の
定

着
を
促
進
さ
せ
れ
ば
、
フ
ラ
ン
ス
に

と
っ
て
好
機
と
な
る
」（
首
相
府
）
と

し
て
い
る
。

　

国
民
的
な
議
論
を
巻
き
起
こ
す
内

容
も
含
ん
で
い
る
法
案
の
た
め
、
政

府
は
、
ま
ず
国
民
か
ら
の
意
見
を
受

け
付
け
、
来
年
に
入
っ
て
か
ら
国
会

で
の
審
議
が
行
わ
れ
る
予
定
で
あ
る
。

［
注
］

１
． Projet de loi relatif au droit des 

étrangers en France

【
参
考
資
料
】

1
．«Le projet de loi relatif au droit des 

étrangers», D
O

SSIER
 D

E
 PR

ESSE, 
M

inistère de l'Intérieur, D
irection 

générale des étrangers en France, juillet 
2014

 

（http://w
w

w
.im

m
igration.interieur.

gouv.fr/Info-ressources/A
ctualites/

L-actu-im
m

igration/Les-projets-de-loi-
relatifs-au-droit-des-etrangers

）

2
．『
欧
州
に
お
け
る
外
国
人
労
働
者
受
入

れ
制
度
と
社
会
統
合
―
独
・
仏
・
英
・
伊
・

蘭
五
カ
国
比
較
調
査
―
』
第
二
章　
「
フ

ラ
ン
ス
に
お
け
る
外
国
人
労
働
者
受
入

れ
制
度
と
社
会
統
合
」（http://w

w
w

.jil.
go.jp/institute/reports/2006/
docum

ents/059_02-2.pdf

）

 

（
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
最
終
閲
覧
：
二
〇
一
四

年
九
月
二
四
日
）

（
国
際
研
究
部
）
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二
〇
一
四
年
八
月
一
三
日
、
韓
国

の
雇
用
許
可
制
は
、
導
入
か
ら
ち
ょ

う
ど
一
〇
年
目
を
迎
え
た
。

功
績
評
価
と
今
後
の
改
善
議
論

　

雇
用
許
可
制
と
は
、
韓
国
で
の
就

労
を
望
む
外
国
人
労
働
者
（
非
専
門

人
材
）
に
、
就
労
ビ
ザ
を
与
え
、
慢

性
的
な
労
働
者
不
足
に
苦
し
む
中
小

企
業
に
、
労
働
者
を
供
給
し
易
く
し

よ
う
と
す
る
制
度
で
あ
る（
１
）。
韓

国
と
覚
書
を
締
結
し
た
、
フ
ィ
リ
ピ

ン
、
モ
ン
ゴ
ル
、
ス
リ
ラ
ン
カ
、
ベ

ト
ナ
ム
、
タ
イ
、
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
、

ウ
ズ
ベ
キ
ス
タ
ン
、
パ
キ
ス
タ
ン
、

キ
ル
ギ
ス
、
ミ
ャ
ン
マ
ー
、
カ
ン
ボ

ジ
ア
、
中
国
、
バ
ン
グ
ラ
デ
シ
ュ
、

ネ
パ
ー
ル
、
東
テ
ィ
モ
ー
ル
の
一
五

カ
国
か
ら
労
働
者
を
受
入
れ
て
い
る
。

　

雇
用
許
可
制
の
導
入
以
前
は
、
外

国
人
労
働
者
の
不
法
滞
在
率
は
八

〇
％
に
も
上
っ
て
い
た
が
、
そ
れ
が

一
六
・
三
％
に
ま
で
下
が
っ
た
こ
と
、

送
出
し
国
側
の
汚
職
や
不
正
の
防
止

に
も
効
果
が
あ
っ
た
こ
と（
２
）、
等

か
ら
、
雇
用
労
働
部
は
、
導
入
か
ら

一
〇
年
目
を
迎
え
、
雇
用
許
可
制
に

一
定
の
評
価
を
与
え
て
い
る
。
更
に
、

Ｉ
Ｌ
Ｏ
か
ら
、
外
国
人
労
働
者
導
入

の
好
事
例
と
し
て
あ
げ
ら
れ
た
こ
と
、

国
連
の
公
共
行
政
賞
の
大
賞
を
受
賞

し
た
こ
と
も
、
雇
用
許
可
制
に
よ
る

一
〇
年
間
の
功
績
の
結
果
と
み
て
い

る
。
し
か
し
な
が
ら
、
雇
用
許
可
制

に
は
、
た
と
え
ば
、
退
職
金
の
助
成

や
仕
事
の
選
択
の
自
由
の
付
与（
３
）

等
の
点
で
、
さ
ま
ざ
ま
な
見
方
も
あ

る
。

　

雇
用
労
働
部
に
よ
る
今
後
の
改
善

に
向
け
た
議
論
の
中
に
は
、
短
期
的

な
政
策
と
し
て
は
、
外
国
人
労
働
者

の
質
の
向
上
、
事
業
規
模
や
分
野
に

応
じ
た
外
国
人
労
働
者
の
配
分
、
ま

た
、
地
方
企
業
に
お
い
て
、
韓
国
人

労
働
者
の
雇
用
を
促
進
し
て
い
く
こ

と
、
等
が
含
ま
れ
て
い
る
。
一
方
、

長
期
的
な
改
善
計
画
と
し
て
は
、
技

能
レ
ベ
ル
や
仕
事
の
類
型
に
基
づ
き
、

外
国
人
労
働
者
を
分
類
し
て
い
く
よ

う
に
制
度
を
改
め
、
受
け
入
れ
人
数

と
配
置
方
法
を
決
定
し
て
い
く
こ
と

も
含
ま
れ
る
。

　

深
刻
化
す
る
高
齢
化
と
労
働
力
不

足
に
悩
む
韓
国
が
、
解
決
に
向
け
た

中
長
期
的
な
取
り
組
み
を
模
索
す
る

中
で
、
雇
用
労
働
部
は
外
国
人
労
働

者
の
最
大
限
の
活
用
を
重
視
し
て
い

る
。

　

雇
用
労
働
部
の
イ
・
ギ
グ
ォ
ン
長

官
は
、
送
出
し
各
国
の
在
韓
大
使
と

の
会
見
で
、
雇
用
許
可
制
の
今
後
の

改
善
内
容
に
つ
い
て
説
明
し
、
韓
国

と
の
協
力
関
係
を
い
っ
そ
う
強
化
し

て
い
く
た
め
、
在
韓
外
国
人
労
働
者

の
法
的
保
護
に
力
を
入
れ
て
い
く
こ

と
を
約
束
し
た
。

韓　

国
①

雇
用
許
可
制
の
導
入
一
〇
周
年

韓　

国
②

労
働
市
場
と
雇
用
―
―
二
〇
一
四
年
上
半
期

の
概
観
と
下
半
期
の
展
望

［
注
］

１　

雇
用
許
可
制
の
詳
細
に
つ
い
て
は
、

Ｊ
Ｉ
Ｌ
Ｐ
Ｔ
資
料
シ
リ
ー
ズ
№
144
『
諸

外
国
に
お
け
る
高
度
人
材
を
中
心
と
し

た
外
国
人
労
働
者
受
入
れ
政
策
』
の
第

二
部
第
七
章
を
参
照
。

２　

雇
用
許
可
制
が
導
入
さ
れ
る
以
前
の

「
研
修
就
業
制
」
で
は
、
研
修
生
（
外

国
人
労
働
者
）
は
送
出
し
国
側
の
機
関
に
、

莫
大
な
賄
賂
を
支
払
っ
て
い
る
ケ
ー
ス

が
あ
っ
た
。
そ
の
費
用
を
賄
っ
た
う
え

で
更
に
稼
ぎ
を
得
て
帰
国
す
る
と
な
る

と
、
研
修
就
業
制
の
規
定
で
あ
る
三
年

間
の
研
修
・
実
習
期
間
で
は
短
す
ぎ
、

そ
の
結
果
、
オ
ー
バ
ー
ス
テ
イ
と
な
り
、

不
法
滞
在
者
は
増
え
続
け
た
。

３　

雇
用
許
可
制
で
の
就
労
に
は
、
業
種

や
事
業
所
の
規
模
に
よ
る
制
限
が
設
け

ら
れ
て
い
る
う
え
、
韓
国
系
外
国
人
以

外
の
外
国
人
は
、
事
業
主
の
責
に
帰
す

べ
き
事
由
に
よ
る
場
合
な
ど
を
除
き
、

最
初
の
勤
め
先
を
変
更
す
る
こ
と
は
で

き
な
い
。
し
た
が
っ
て
、
最
初
の
勤
務

先
か
ら
離
脱
す
る
こ
と
は
、
就
労
ビ
ザ

を
失
う
こ
と
に
な
り
、
そ
の
た
め
、
劣

悪
な
労
働
条
件
に
も
甘
ん
じ
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
外
国
人
労
働
者
が
現
実
と
し

て
存
在
す
る
こ
と
を
指
摘
す
る
声
も
あ

る
。

　

韓
国
労
働
研
究
院
は
、
二
〇
一
四

年
上
半
期
に
お
け
る
、
労
働
市
場
の

概
観
と
下
半
期
の
雇
用
展
望
を
示
し

た
。
以
下
、
そ
の
概
要
を
紹
介
す
る
。

就
業
者
数
の
増
加
幅
は
縮
小
傾
向

　

二
〇
一
四
年
上
半
期
に
お
け
る
就

業
者
数
は
、
前
年
同
期
比
で
五
九
万

七
〇
〇
〇
人
の
増
加
が
あ
っ
た（
１
）。

上
半
期
中
の
特
徴
と
し
て
は
、
卸
小

売
業
、
運
輸
業
、
金
融
・
保
険
業
と

い
っ
た
サ
ー
ビ
ス
業
を
中
心
と
し
た

分
野
に
お
い
て
、
就
業
者
数
の
大
き

な
増
加
（
前
年
同
期
比
で
四
七
万
八

〇
〇
〇
人
の
増
加
）
が
み
ら
れ
た

（
２
）も
の
の
、
五
月
以
降
の
増
加
幅

は
鈍
化
し
て
い
る
。
セ
ウ
ォ
ル
号
事

故
の
衝
撃
に
よ
る
消
費
心
理
の
影
響

な
ど
も
あ
っ
て
、
下
半
期
も
引
き
続

き
サ
ー
ビ
ス
業
に
お
け
る
就
業
者
数

の
伸
び
は
鈍
化
し
て
い
く
可
能
性
は

高
い
。

　

一
方
製
造
業
で
は
、
二
〇
一
四
年

上
半
期
の
就
業
者
数
は
、
前
年
同
期

比
で
一
三
万
人
の
増
加
で
あ
っ
た

（
３
）。
製
造
業
に
お
け
る
就
業
者
数

は
、
二
〇
〇
九
年
の
底
を
脱
し
て
か

ら
、
非
常
に
緩
や
か
な
増
加
傾
向
を

維
持
し
て
き
た
が
、
二
〇
一
四
年
に

入
る
と
、
内
需
と
輸
出
の
双
方
の
減

少
の
影
響
を
受
け
て
い
る
。

　

以
上
か
ら
、
二
〇
一
四
年
下
半
期

を
展
望
す
る
と
、
経
済
成
長
率
三
・

八
％
と
い
う
韓
国
銀
行
の
推
定
値
を

前
提
と
す
れ
ば
、
就
業
者
数
の
増
加

は
三
五
万
二
〇
〇
〇
人
に
と
ど
ま
り
、

こ
れ
ま
で
の
よ
う
に
比
較
的
高
い
増

加
幅
を
維
持
す
る
こ
と
は
難
し
い
。

失
業
率
は
、二
〇
一
四
年
通
年
で
三
・

六
％
（
前
年
比
〇
・
五
％
増
）
と
予

想
さ
れ
る
。
下
半
期
の
民
間
部
門
の

サ
ー
ビ
ス
業
の
回
復
に
よ
り
、
卸
小

売
業
、
飲
食
・
宿
泊
業
等
内
需
型
産

業
で
の
増
加
の
鈍
化
が
、
ど
の
程
度

緩
和
さ
れ
て
い
く
か
、
ま
た
、
輸
出

型
産
業
に
お
け
る
製
造
業
の
生
産
活

動
が
、
ど
の
程
度
維
持
さ
れ
て
い
く

か
、
金
融
・
保
険
業
の
雇
用
不
安（
４
）

が
ど
の
程
度
解
消
さ
れ
る
の
か
―
―

な
ど
が
大
き
く
影
響
し
て
い
く
で
あ

ろ
う
。

［
注
］

１　

二
〇
一
二
年
上
半
期
は
四
四
万
九
〇

〇
〇
人
の
増
加
（
前
年
同
期
比
）、
二
〇

一
三
年
上
半
期
は
二
九
万
一
〇
〇
〇
人

の
増
加（
同
）で
あ
っ
た
。
就
業
者
数（
通

年
）
は
、
二
四
二
四
万
四
〇
〇
〇
人
（
二

〇
一
一
年
）、
二
四
六
八
万
一
〇
〇
〇
人

（
二
〇
一
二
年
）、
二
五
〇
六
万
六
〇
〇

〇
人
（
二
〇
一
三
年
）
と
推
移
し
て
い
る
。

２　

二
〇
一
三
年
上
半
期
は
二
〇
万
五
〇

〇
〇
人
の
増
加
（
前
年
同
期
比
）
で
あ
っ

た
。

３　

二
〇
一
四
年
上
半
期
に
お
け
る
産
業

別
就
業
者
数
の
上
位
は
、
製
造
業
（
四

三
四
万
五
〇
〇
〇
人
）、
卸
小
売
業
（
三

七
三
万
一
〇
〇
〇
人
）、
飲
食
・
宿
泊
業

（
二
七
〇
万
二
〇
〇
〇
人
）、建
設
業
（
一

八
四
万
二
〇
〇
〇
人
）、
教
育
サ
ー
ビ
ス

業
（
一
八
一
万
六
〇
〇
〇
人
）、
保
健
・

社
会
福
祉
サ
ー
ビ
ス
（
一
七
四
万
一
〇

〇
〇
人
）と
な
っ
て
い
る
。（
統
計
庁
デ
ー

タ
よ
り
）。

４　

世
界
金
融
危
機
に
よ
る
収
益
の
悪
化

に
よ
り
、
二
〇
一
三
年
以
降
、
証
券
会
社
、

銀
行
、
保
険
会
社
等
の
金
融
界
に
お
い
て
、

配
置
転
換
や
希
望
退
職
者
の
募
集
と

い
っ
た
雇
用
調
整
に
着
手
す
る
と
こ
ろ

が
相
次
い
だ
。

【
参
考
資
料
】

Ｊ
Ｉ
Ｌ
Ｐ
Ｔ
資
料
シ
リ
ー
ズ
№
114
『
諸
外

国
に
お
け
る
高
度
人
材
を
中
心
と
し
た

外
国
人
労
働
者
受
入
れ
政
策
』

労
使
発
展
財
団
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト

韓
国
労
働
研
究
院
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト

統
計
庁
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト（

国
際
研
究
部
）


